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証券コード　2349
2021年６月８日

株 主 各 位
千葉県香取市玉造三丁目１番５号

株 式 会 社 エ ヌ ア イ デ イ
代表取締役社長 小 森 俊 太 郎

第54期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第54期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申し上げます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月23日（水曜日）午後６
時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。
　昨今の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、議決権行使については可能
な限り書面（郵送）による事前行使をご検討ください。

敬　具
記

１. 日 時 2021年６月24日（木曜日）午前11時
２. 場 所 千葉県香取市佐原イ525－１

佐原商工会議所　４階大ホール
（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第54期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第54期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案
第 ２ 号 議 案
第 ３ 号 議 案
第 ４ 号 議 案
第 ５ 号 議 案

剰余金処分の件
定款一部変更の件
取締役７名選任の件
監査役１名選任の件
退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://
www.nid.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 2020年４月１日から
2021年３月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡

大により、経済活動が制限される等大変厳しい状況下で推移し、依然とし

て先行き不透明な状況で推移しております。

当社グループの属する情報サービス業界においては、新型コロナウイル

ス感染拡大に伴い、ＩＴ投資の先送りなどの動きも一部で見られる状況と

なっております。

このような環境の下、当社グループでは、リモート環境を活用した遠隔

での開発業務の実施、時差通勤・在宅勤務の実施、出張や会議の削減等に

より、全役員及び社員が感染拡大防止に努めつつ、事業活動が継続できる

体制を構築してまいりました。

一方で、リモートワークや業務プロセスの電子化等への関心の高まりな

どを背景に、新たなデジタルビジネスの立ち上がりや需要の活性化により、

中長期的にはＩＴ投資がより加速することも考えられます。当社グループ

では、短期的にはコロナ禍による受注減を最小限に抑制しつつも、中長期

的には感染の収束後における市場ニーズに対応すべく取組みを開始してお

ります。

このような取組みの結果、連結会計年度の経営成績については、売上高

は17,684百万円（前期比1.8％減）、営業利益1,870百万円（同3.6％減）、

経常利益2,138百万円（同6.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益

1,363百万円（同7.7％増）となりました。

－ 2 －

事業の状況



2021/05/28 17:31:50 / 20700261_株式会社エヌアイデイ_招集通知

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

【システム開発事業】

当事業では、情報・通信、FA・装置制御等の分野の売上が増加したもの

の、金融、公共・社会インフラ、カーエレクトロニクス等の分野の売上が

減少した結果、売上高は11,285百万円（前期比2.2％減)、営業利益は1,243

百万円（同10.9％減）となりました。

【システムマネジメント事業】

当事業では、運輸・通信、官公庁・団体等の分野の売上が増加したもの

の、金融・保険、建築・製造等の分野の売上が減少した結果、売上高は

4,943百万円（同1.9％減）となりました。一方で、AWS環境構築案件の獲得

等により、営業利益は487百万円（同5.6％増）となりました。

【その他】

その他には、データソリューション事業、プロダクト事業、人材派遣事

業を分類しております。このうち、データソリューション事業、プロダク

ト事業の売上・利益が増加しました。この結果、売上高は1,456百万円（同

1.1％増）、営業利益は133百万円（同73.4％増）となりました。

【売上高内訳】

セグメント別

前連結会計年度

（2020年３月期）

当連結会計年度

（2021年３月期）
前期比増減

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

システム開発事業 11,535 64.0 11,285 63.8 △250 △2.2

システムマネジメント
事業

5,040 28.0 4,943 28.0 △97 △1.9

その他 1,440 8.0 1,456 8.2 15 1.1

計 18,017 100.0 17,684 100.0 △332 △1.8

②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施した設備投資等の総額は105百万円であり

ます。その主なものは、当社及び連結子会社における、ソフトウエアの取

得31百万円、工具器具及び備品25百万円の取得等の設備投資であります。

－ 3 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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③　資金調達の状況

  該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区　分
第 51 期

（2018年３月期）
第 52 期

（2019年３月期）
第 53 期

（2020年３月期）

第 54 期
(当連結会計年度)

（2021年３月期）

売 上 高 17,913,405 17,964,983 18,017,074 17,684,827

経 常 利 益 2,015,244 2,168,528 2,279,425 2,138,195

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,362,627 1,444,860 1,266,522 1,363,734

１株当たり当期純利益
（注）

(円)
119.99 127.24 111.53 120.09

総 資 産 16,867,339 18,299,260 19,044,125 20,675,620

純 資 産 11,419,149 12,699,126 13,588,054 15,171,283

（注）当社は、2018年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
第51期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益を算定し
ております。

－ 4 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

 該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の
議決権比

率
主要な事業内容

千円 ％

株式会社ＮＩＤ・ＭＩ 30,000 100.0
システム開発事業
その他事業

株式会社ＮＩＤ東北 30,000 100.0 システム開発事業

株式会社ＮＩＤ ａｉｒ 30,000 100.0 その他事業

(4) 対処すべき課題

当社グループは、経済情勢の急激な変化並びにＩＴの急速な進歩に伴った

ニーズの変化に迅速に対応し、顧客の期待に最大限応えるために、経営の合

理化・効率化を推し進め収益力の一層の向上を図り、継続的な企業価値の増

大を目指してまいります。

この基本的な方向に沿って、以下の課題を重点的に推進してまいります。

① 新しい事業ポートフォリオの開拓

　成長の源泉として新たなサービスやソリューションを創出することが重要

であるとの認識のもと、企業における戦略的ＩＴ活用ニーズの高まりに対応

し、新たな付加価値を提供する新規事業の創出を図るとともに、ＩＴ技術革

新へ適応した新規サービスの創出を図ってまいります。

② 既存事業の収益性の拡大

　自社の強みを活かし、他社との差別化を図るべくより付加価値の高いシス

テム開発、ＩＴソリューションを提供してまいります。併せて業務・ＩＴス

キルの習得などの人材育成、ソフトウエア品質・生産性の向上を継続的に実

施し、ＳＩビジネスの強化・拡大を図ってまいります。

③ 営業戦略の拡充

　顧客のビジネス環境変化に対応するため顧客リレーションを強化し、提案

型のソリューション営業の一層の強化を図るとともに、新規顧客の開拓、既

存顧客の深掘を通じて、強固な顧客基盤を構築してまいります。併せてアラ

イアンス先との関係強化などにより販売チャネルを拡大し、営業戦略の拡充

と実効性の向上を図ってまいります。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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④ 業務改革推進による生産性の向上

　効率的・持続的な成長のためには、生産性の向上が不可欠であると考えて

おります。また、近年社会的な課題となっている「働き方改革」は、企業の

健全な成長において重要なことであると考えており、単にコスト削減で利益

増加を図るというような考え方ではなく、業務の自動化や省力化などにより、

利益構造の改革と働き方改革を同時に推進し、生産性の高い組織への転換を

図ってまいります。

⑤ 人材確保の強化

　若年労働力人口が減少する一方、ＩＴ投資の増加やＡＩ及びＩoＴ等の先端

技術分野での需要が増加していることから、今後、長期的には、更なるＩＴ

技術者の不足が予想されます。このような状況を踏まえ、当社は、社員の育

成と新たな人材の確保が不可欠であると認識し、OJTや社外／社内研修による

技術力の向上と先進技術の共有、並びに階層ごとの体系的なキャリア開発プ

ラン等を通じて、人材の育成に努めます。また、新規採用については、選考・

採用機会の拡大を図るべく、募集方法の多様化や選考方法の工夫により、通

年で取り組んでいる中途採用活動と合わせて優秀な人材確保に取り組んでま

いります。

⑥ ビジネスパートナーとの強固な関係強化

　当社グループは、拡大化・複雑化するＩＴ需要に機動的に対応するため、

ビジネスパートナーとの強固な協力体制強化が不可欠であると認識しており

ます。ＩＴ技術者不足が常態化している当業界において、当社グループとビ

ジネスパートナーとが共存し開発体制を強化するため、ビジネスパートナー

企業への教育サービスの提供及び案件ベースの契約に加えて継続的な契約の

締結制度（コアパートナー制度）を推進し、今後一層のリレーション強化を

図ってまいります。

⑦ 技術革新への対応及び開発力の強化

　情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれに伴う市場ニーズの

変化に迅速に対応することが求められます。技術動向を掴み先進技術の研究

及び人材育成を担う研究開発部門、顧客動向を捉える開発部門、市場動向を

見極める営業部門で構成される各組織の連携を強化し、顧客・市場に求めら

れる技術革新に的確に応える組織体制を強固なものにしてまいります。

(5) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社３社の

４社で構成されており、システム開発事業、システムマネジメント事業、並

びにその他事業を展開しております。

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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(6) 主要な事業所（2021年３月31日現在）

当 社

本 社 東京都中央区

埼 玉 営 業 所 埼玉県さいたま市

中 部 事 業 所 愛知県名古屋市

株 式 会 社 Ｎ Ｉ Ｄ ・ Ｍ Ｉ

本 社
千 葉 事 業 所

千葉県千葉市

佐 原 事 業 所 千葉県香取市

株 式 会 社 Ｎ Ｉ Ｄ 東 北 本 社 宮城県仙台市

株 式 会 社 Ｎ Ｉ Ｄ  a i r 本 社 東京都中央区

（注）当社の登記上の本店所在地は、千葉県香取市玉造三丁目１番５号であります。

(7) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

システム開発事業 851名 39名増

システムマネジメント事業 353名 ２名減

その他事業 186名 ２名減

報告セグメント計 1,390名 35名増

その他共通部門 140名 ５名増

合計 1,530名 40名増

（注）1.上記の他、パート社員が144名おります。

　　　2.その他共通部門として記載しております使用人数は、特定セグメントに区分できない

　　　　管理部門に所属している使用人数であります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,015名 25名増 39.0歳 15.7年

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　記載すべき重要な事実はありません。

－ 7 －

主要な営業所及び工場、使用人の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2021年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 17,479,320株

②　発行済株式の総数 13,109,490株

③　株主数 798名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

小 　 森 　 俊 太 郎 19,260百株 16.96％

小 森 孝 一 16,617百株 14.63％

光 通 信 株 式 会 社 11,239百株 9.90％

エ ヌ ア イ デ イ 従 業 員 持 株 会 10,239百株 9.02％

株 式 会 社 ク リ エ ー ト ト ニ ー ワ ン 7,011百株 6.17％

小 澤 　 忍 4,500百株 3.96％

一 般 財 団 法 人 小 森 文 化 財 団 3,000百株 2.64％

馬 場 常 雄 2,298百株 2.02％

鈴 木 清 司 2,184百株 1.92％

菅 井 源 太 郎 2,183百株 1.92％

（注）１．当社は、自己株式を1,753,759株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお

    ります。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．持株比率は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等の状況



2021/05/28 17:31:50 / 20700261_株式会社エヌアイデイ_招集通知

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 小 　 森 　 孝 　 一 一般財団法人小森文化財団 代表理事

代 表 取 締 役 社 長 小 　 森 　 俊 太 郎 マ ー ケ テ ィ ン グ 本 部 長

常 務 取 締 役 盛 　 満 　 敏 　 昭

DX事業本部長兼ICTデザイン事業部長
株 式 会 社 N I D ・ M I 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D 東 北 　 代 表 取 締 役
株 式 会 社 N I D  a i r 　 取 締 役

取 締 役 馬 　 場 　 常 　 雄

社 長 室 室 長
株 式 会 社 N I D ・ M I 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D 東 北 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D  a i r 　 取 締 役

取 締 役 石 　 井 　 　 　 廣

ソ ー シ ャ ル デ ザ イ ン 事 業 部 長
株 式 会 社 N I D ・ M I 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D 東 北 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D  a i r 　 代 表 取 締 役

取 締 役 加 　 藤 　 政 　 次

コーポレートデザイン本部長兼財経部部長
株 式 会 社 N I D ・ M I 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D 東 北 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D  a i r 　 取 締 役

取 締 役 小 　 菅 　 　 　 宏

総 務 部 部 長
株 式 会 社 N I D ・ M I 　 代 表 取 締 役
株 式 会 社 N I D 東 北 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D  a i r 　 取 締 役

取 締 役 酒 　 井 　 真 　 一

デジタルビジネスデザイン事業部長
株 式 会 社 N I D ・ M I 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D 東 北 　 取 締 役
株 式 会 社 N I D  a i r 　 取 締 役

取 締 役 石 　 井 　 慎 　 一
弁 護 士
石 井 法 律 事 務 所 　 代 表
千葉市都市局指定管理者選定評価委員会会長

常 勤 監 査 役 鈴 　 衛 　 哲 　 雄

監 査 役 千 　 年 　 雅 　 行

監 査 役 松 　 山 　 　 　 元

公 認 会 計 士 ・ 税 理 士
松 山 公 認 会 計 士 事 務 所 　 所 長
M A O 合 同 会 社 　 代 表 社 員
石 井 食 品 株 式 会 社 　 社 外 監 査 役
株式会社タンガロイ　社外監査役
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（注）１．取締役石井慎一氏は、社外取締役であります。

２．監査役千年雅行氏及び監査役松山元氏は、社外監査役であります。

３．当社は、取締役石井慎一氏、監査役千年雅行氏及び監査役松山元氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役千年雅行氏及び松山元氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

・監査役千年雅行氏は、永年にわたり会計事務所に勤務されており、財務及び会計業

務に携わってきた経験があります。

・監査役松山元氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しております。

②　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており

ます。

③　取締役及び監査役の報酬等

　イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

（１）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、2021年２月16日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に

係る決定方針を決議いたしました。その概要は以下のとおりです。

（２）決定方針の内容の概要

ａ．基本方針

当社の役員の報酬等は、会社の経営理念の下、会社の持続的かつ安定的な成長によ

る企業価値の向上を図るため、以下の考え方に基づき決定するものとする。

・各役員の報酬は、取締役および監査役それぞれについて、株主総会の決議によ

り定められた報酬等の限度額の範囲内で役員報酬規程等に基づき決定する。

・当社の経営理念に基づく経営を実践し、中長期的な業績の向上と企業価値の増

大への貢献意識を高める。

・短期的な業績にとらわれずに、中長期の企業価値を増大するための意思決定を

行うことを促すために、業績連動報酬の無い固定報酬と退職慰労金のみとする。

・経済情勢、社員の給与水準および同業他社との報酬水準を考慮した報酬体系と

する。

・取締役の報酬については取締役会により決定し、監査役の報酬については監査

役の協議により決定する。

ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

－ 10 －
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当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて

他社水準、当社の業績、社員の給与水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定

するものとする。

ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額等の内容についての決定権限は、代表取締役社長を議長とする取締

役会が有しております。報酬決定手続きは、代表取締役社長が取締役会に対して、

各取締役の業績に対する貢献度を勘案のうえ報酬額を起案し、取締役会で審議のう

え決定するものとする。

（３）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取

締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、株主総会で承認された報酬限

度額の範囲内で、代表取締役が各取締役の業績に対する貢献度等を勘案のうえ起案

した報酬案を取締役会が決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行い、決定し

ていることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。

　ロ．取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

９名
(１名)

272百万円
(６百万円)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

３名
(２名)

14百万円
(７百万円)

合 計 12名 286百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2003年６月27日開催の第36期定時株主総会において年額400百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株

主総会終結時点の取締役の員数は、８名です。

３．監査役の報酬限度額は、1997年６月26日開催の第30期定時株主総会において年額20百

万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、２名

です。

４．上記の支給額には、役員退職慰労引当金の増加額25百万円が含まれております。
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④　社外役員に関する事項

　イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係

・取締役石井慎一氏は、石井法律事務所の代表及び千葉市都市局指定管理者選定評価

委員会の会長であります。

当社と同事務所及び同委員会との間には、特別な関係はありません。

・監査役千年雅行氏は、後藤会計事務所勤務であります。

当社と同事務所との間には、特別な関係はありません。

・監査役松山元氏は、松山公認会計士事務所の所長及びMAO合同会社の代表社員であり

ます。

当社と同事務所及び同社との間には、特別な関係はありません。

　ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係

監査役松山元氏は、石井食品株式会社及び株式会社タンガロイの社外監査役であり

ます。

当社と各社との間には、特別な関係はありません。

　ハ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取締役 石井　慎一

当事業年度に開催された取締役会12回中12回出席いたしまし
た。なお、同氏は弁護士として豊富な経験を有しており、当該
視点から監督機能を果たしていただくことを期待いたしてお
りましたが、当社取締役会において当該視点から積極的な発言
をいただくなど、当社の社外取締役として業務執行に対する監
督、助言等適切な役割を果たしていただいております。

監査役 千年　雅行
当事業年度に開催された取締役会12回中12回出席し、監査役会
14回（定例12回、臨時２回）中14回出席しております。当社の
経営上有用な指摘、意見をいただいております。

監査役 松山　　元
当事業年度に開催された取締役会12回中12回出席し、監査役会
14回（定例12回、臨時２回）中14回出席しております。当社の
経営上有用な指摘、意見をいただいております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第25条の規定に

より、取締役会決議があったものとみなす書面決議が４回ありました。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新宿監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

24百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

 ２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報

告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制については、内部統制システム構

築の基本方針として決定しております。その概要は以下のとおりであります。

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

①　法令遵守及び企業倫理に基づいた公正な企業活動の徹底を図るべく、

社長を委員長とした「内部統制委員会」を設置し、一定の重要な意思決

定を伴う事項については同委員会で審議する。

②　当社グループのコンプライアンスに対する基本ポリシーを策定し、役

員及び社員が主体的に法令遵守を意識して業務に取り組むよう周知・教

育する。

③　組織から独立した社長直轄の監査室を設置し、当社グループの日常業

務の適切性・信頼性及び効率性、法令の遵守状況等について内部監査を

実施する。

④　法令に違反する行為を当社グループ社員等が発見した場合の報告体制

として、内部通報制度を構築する。社外弁護士及び当社総務部を「ＮＩ

Ｄグループホットライン」と称した通報窓口とし、ホットラインの責任

者（総務部長）は、通報内容を社長及び内部統制委員会に報告する。通

報は匿名でも受け付け、通報者に不利益な取扱いをしない。

⑤　2019年４月１日より社長直轄の組織として内部統制推進室を新設し、

内部統制体制強化を図る。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報（議事録・稟議書・契約書等）を、法令

及び社内規程に基づき、文書により保存する。

②　文書の保存期間その他の管理体制については文書管理規程による。

③　監査役が求めたときは、取締役または使用人はいつでも当該文書を閲

覧または謄写に供する。

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制



2021/05/28 17:31:50 / 20700261_株式会社エヌアイデイ_招集通知

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスク管理全般に係る規程と対応マニュアルを制定する。

②　事業リスクについては「リスクプロジェクト対策委員会」を組織して、

リスク発生の未然防止及びその拡大を防ぐための活動を行う。

③　情報リスクについては「情報セキュリティ委員会」を組織して、施策

を決定し、役員及び社員に周知・教育を行う。

④　有事においては、社長を本部長とする「対策本部」が統括して危機管

理にあたる。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制

①　定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役の職務

執行状況について監督等を行う。

②　業務の運営については、各事業部長が将来の事業環境を見据え中期事

業計画及び各年度予算を立案し、その内容を予算委員会で審議し目標予

算を設定する。また、目標予算が当初の予定通りに進捗しているか業績

管理を行う。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　当社は、当社及び当社子会社に適用する「企業理念」及び「グループ行

動基準」を定め、役員及び従業員に対し徹底を図るとともに、関係会社管

理規程を定めて、子会社の状況に応じて必要な管理を行う。

①　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

　当社取締役が当社子会社の取締役を兼務することで、当社子会社の取

締役等の職務執行の監督を行い、当社子会社の重要事項については、当

社に対して適時かつ適正な報告がなされるよう、必要な体制の確保を行

う。

②　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループを取り巻くさまざまなリスクを把握・管理し、リスクの

軽減化を図る体制の確保を行う。
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③　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

　当社子会社の経営状況を把握し、適切なグループ経営の体制を構築・

維持するため、職務権限に関する規程を整備する他、当社グループの取

締役の業務執行が効率的に行われる体制の確保を行う。

④　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

　当社子会社に対し、その業務執行における法令及び社内規程等の遵守

状況の報告を適宜求め、不備事項については改善提案や指導を行う。

６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項・補助使用人の取締役からの独立性に関

する事項

  現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、そ

の職務を補助する監査役スタッフを置くこととし、その人事については独

立性を考慮したものとし、取締役と監査役が意見交換する。

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対す

る監査役の指示の実効性の確保に関する事項

　補助使用人の業務執行者からの独立性及び監査役の補助使用人に対する

指示の実効性を確保するために、補助使用人の属する組織、指揮命令権、

人事評価などは監査役の同意を得るものとする。

８．当社の監査役への報告に関する体制

①　当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

　当社取締役及び使用人が当社グループに係る重要な事項について知り

得た場合、直ちに常勤監査役に報告する体制を整備する。

②　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

　当社グループの取締役等及び使用人は、当社監査役から業務執行に関

する事項について報告を求められた時は、速やかに適切な報告を行う。

また、当社グループの取締役等及び使用人は、当社グループに係る重要

－ 16 －
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な事項について、これを発見し次第、直ちに当社の監査役又は監査役会

に対して報告を行う。

９．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

　当社は、当社グループの監査役への報告を行った当社グループの取締役

等及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利益取扱いを受

けないことを「内部通報規程」に定める。

10．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

　当社は監査役がその職務の執行について生じた費用の請求をした場合に

は、監査の実効性を担保すべく適切に対応する。

11．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

①　監査役は、取締役会や定例幹部会議のほか、内部統制委員会やリスク

プロジェクト対策委員会等の重要な会議に出席することができ、必要に

応じて取締役や使用人より報告を求めることができる。

②　監査役は、監査室より内部監査の結果報告を受け、または特定事項に

関し調査の依頼を監査室の担当責任者に求めることができる。

③　監査役は、会計監査人と定期的な意見交換を行い、また顧問弁護士よ

り随時必要な時にアドバイスを求めて、外部の専門家と連携を図る。

12．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　　経営活動の障害となる反社会的勢力に対しては、断固とした姿勢で対

応し、決して妥協することなく一切の関係を遮断することを基本方針と

する。
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②　反社会的勢力排除に向けた整備状況

　　反社会的勢力による不当要求に対しては、当社コーポレートデザイン

本部総務部を対応統括部署として、組織的に毅然とした対応を行うこと

とし、適宜弁護士と協議できる体制も構築している。

　　社員への周知、教育面では、反社会的勢力へは断固とした姿勢で対応

することを行動基準の１つに設け、社員はこの行動基準を社員証と併せ

て携帯しており、全社員向けｅラーニングや新入社員研修、階層別研修

においても徹底を図っている。

13．財務報告の適正性を確保するための体制

①　企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査

の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施状況

の設定（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して

財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。

②　組織から独立した代表取締役社長が直轄する監査室が、内部統制の運

用状況の有効性について定期的・継続的に評価を行っている。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

であります。

①　2021年３月期は、取締役会を16回（うち、書面開催４回）開催し、法

令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、職務

執行状況を監督しております。

②　監査役会を14回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社

内会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、

法令・定款等の遵守について監査を行いました。

③　リスクプロジェクト対策委員会を４回（うち、書面開催２回）、内部

統制委員会を４回（うち、書面開催２回）開催し、リスクの未然防止、

コンプライアンスの徹底について、適切な対応に務めました。

(7) 会社の支配に関する基本方針

　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

14,452,591

11,131,189

3,045,401

115,604

88,034

72,360

6,223,028

384,906

218,755

166,150

187,375

170,362

17,013

5,650,745

4,378,732

0

821,323

326,597

124,092

流 動 負 債 2,497,408

買 掛 金 380,833

未 払 金 307,877

未 払 費 用 134,872

未 払 法 人 税 等 347,182

未 払 消 費 税 等 315,285

賞 与 引 当 金 936,336

そ の 他 75,022

固 定 負 債 3,006,927

退職給付に係る負債 2,421,329

役員退職慰労引当金 524,350

資 産 除 去 債 務 47,478

そ の 他 13,770

負 債 合 計 5,504,336

純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,338,289

資 本 金 653,352

資 本 剰 余 金 488,675

利 益 剰 余 金 14,423,667

自 己 株 式 △1,227,405

その他の包括利益累計額 832,993

その他有価証券評価差額金 815,506

退職給付に係る調整累計額 17,487

純 資 産 合 計 15,171,283

資 産 合 計 20,675,620 負 債 純 資 産 合 計 20,675,620

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,684,827

売 上 原 価 13,789,391

売 上 総 利 益 3,895,435

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,024,845

営 業 利 益 1,870,590

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,239

受 取 配 当 金 140,542

投 資 有 価 証 券 売 却 益 33,173

保 険 事 務 手 数 料 4,075

受 取 保 険 金 6,820

投 資 事 業 組 合 運 用 益 22,138

助 成 金 収 入 59,199

そ の 他 7,116 282,305

営 業 外 費 用

支 払 利 息 953

投 資 事 業 組 合 管 理 料 3,890

租 税 公 課 3,425

支 払 手 数 料 4,143

そ の 他 2,286 14,699

経 常 利 益 2,138,195

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,957 1,957

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,769

投 資 有 価 証 券 評 価 損 50,049

出 資 金 評 価 損 99,999

事 務 所 移 転 費 用 14,278 178,098

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,962,054

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 627,410

法 人 税 等 調 整 額 △29,089 598,320

親会社株主に帰属する当期純利益 1,363,734

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（
2020年４月１日から

2021年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 653,352 488,675 13,309,760 △1,227,333 13,224,454

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △249,827 △249,827

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

1,363,734 1,363,734

自 己 株 式 の 取 得 △71 △71

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,113,907 △71 1,113,835

当 期 末 残 高 653,352 488,675 14,423,667 △1,227,405 14,338,289

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 343,180 20,419 363,600 13,588,054

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △249,827

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

1,363,734

自 己 株 式 の 取 得 △71

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

472,325 △2,931 469,393 469,393

連結会計年度中の変動額合計 472,325 △2,931 469,393 1,583,228

当 期 末 残 高 815,506 17,487 832,993 15,171,283

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　 ３社
・連結子会社の名称　　　　 株式会社ＮＩＤ・ＭＩ

株式会社ＮＩＤ東北
株式会社ＮＩＤ ａｉｒ

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数　　　　 ２社
・非連結子会社の名称　　　 佐原みらい運河株式会社

株式会社ニッポン・ハッピー・シェアリング
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、規模が小さく、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ
も連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
　該当事項はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・非連結子会社及び
　関連会社の数　　　　　　 ４社
・会社の名称　　　　　　　 佐原みらい運河株式会社

株式会社ニッポン・ハッピー・シェアリング
北京拿宝環球文化交流有限公司
株式会社Studio Ousia

・持分法を適用しない理由　 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持
分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないた
め持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．満期保有目的の債券　　 償却原価法（定額法）
ロ．その他有価証券
・時価のあるもの　　　　 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　 移動平均法による原価法
ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
・仕掛品　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算
定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　 定率法によっております。

（リース資産を除く）　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。な
お、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　６年から39年
車両運搬具及び
工具、器具及び備品　２年から20年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）
・市場販売目的のソフト
　ウェア

見込販売収益に基づく償却額と見込販売有効
期間（３年以内）に基づく均等配分額のいず
れか大きい金額を計上しております。

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。
ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナ
　ンス・リース取引に係
　る資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金　　　　　　 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込

額の当連結会計年度負担額を計上しておりま
す。
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ロ．役員退職慰労引当金　　 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員
退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計
上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
 イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事
　　 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
 ロ．その他の工事
　　 工事完成基準
⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債
　の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に
備えるため、当連結会計年度末における見込
額に基づき、退職給付債務の金額を計上して
おります。
過去勤務費用は、当社では、その発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定率法により、連結子会
社では、その発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、当社では、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定率法
により按分した額をそれぞれ発生の連結会計
年度から、連結子会社では、各連結会計年度
の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務
費用については、税効果を調整の上、純資産
の部におけるその他の包括利益累計額の退職
給付に係る調整累計額に計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。

ロ．消費税等の会計処理　   税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年
３月31日）を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計
算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的
な金額を算出しております。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が
会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影
響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりであります。

（1）受注損失引当金
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　－千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　顧客より受注したプロジェクトのうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連
結会計年度以降に損失の発生が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積
ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌連結会計年度以
降に発生が見込まれる損失額を受注損失引当金として計上することとして
おります。当連結会計年度においては、前述の条件を満たすプロジェクトの
該当がなかったため、引当金は計上しておりません。
　受注損失引当金の見積りにおいては、プロジェクトごとの見積工事原価総
額が請負金額を超えると予想される場合、引当金の計上が必要となります。
また、見積工事原価総額の算出にあたっては、プロジェクトごとの進捗を通
じてリスク管理を実施し、将来発生する工数及び外注費の見積りを実施して
おります。それらの将来原価総額の見積りの前提条件の変更等が発生した
場合、引当金が計上され、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識
する金額に重要な影響を与える可能性があります。

（2）繰延税金資産
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　821,323千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税
所得が十分に確保できることや、回収可能性があると判断した将来減算一時
差異について繰延税金資産を計上しております。
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、そ
の見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、繰延税金資産
が減額され税金費用が計上され、翌連結会計年度の連結計算書類において認
識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
 有形固定資産の減価償却累計額 467,866千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 13,109,490株 －株 －株 13,109,490株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 1,753,704株 55株 －株 1,753,759株

(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 0 年
６月2 4日
定時株主総会

普通株式 249,827千円 22円
2020年

３月31日
2020年
６月25日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計
年度になるもの

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年
６月2 4日
定時株主総会

普通株式 249,826千円 22円
2021年

３月31日
2021年
６月25日
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金、設備投資資金等を自己資金で賄っておりま

すが、必要に応じて短期の運転資金等を銀行借入により調達しております。

一時的な余資は流動性及び安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ

はリスクを回避するために利用する可能性がありますが、投機的な取引は

行わない方針としております。

　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。投資有価証券は、主に満期保有目的の債券、業務上の関係を有す

る企業の株式、投資信託及び出資金等であり、事業推進目的及び純投資目

的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び市場

価格の変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び未払金

は、そのほとんどが１か月以内の支払期日となっております。

　③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、社内規程に基づき、営業債権については、主要な取引先

の信用状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとの支払期日や債権残高

管理をするとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握により

貸倒リスクの軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に見直して

おります。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ

スク）の管理

　当社グループは、本社経理部門統括の下、各社にて資金繰計画を適時作

成・更新するとともに、手許流動性を維持することにより流動性リスクを管

理しております。
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　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められるものは、次表には含めておりません((注)２.を参照ください）。

連結貸借対照表

計上額(千円)
時価(千円) 差額(千円)

（1）現金及び預金 11,131,189 11,131,189 －

（2）受取手形及び売掛金 3,045,401 3,045,401 －

（3）投資有価証券 4,096,189 4,096,189 －

　資産計 18,272,780 18,272,780 －

（1）買掛金 380,833 380,833 －

（2）未払金 307,877 307,877 －

（3）未払法人税等 347,182 347,182 －

　負債計 1,035,892 1,035,892 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから当該帳簿価額によっております。
(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引
所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっております。
負　債
(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから当該帳簿価額によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 282,543

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから「（3）投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 11,131,189 － － －

受取手形及び売掛金 3,045,401 － － －

投資有価証券

満期保有目的の債券

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) 社債 100,870 － － －

(3) その他 － － － －

その他有価証券のうち満

期があるもの

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) その他 1,666 449,389 259,802 －

合計 14,279,127 449,389 259,802 －

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,336円00銭
(2) １株当たり当期純利益 120円09銭
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貸　借　対　照　表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

ゴ ル フ 会 員 権

保 険 積 立 金

そ の 他

9,975,125

7,275,035

170,956

2,274,929

108,308

65,511

80,384

4,807,753

183,975

90,700

93,274

165,323

150,400

14,923

4,458,454

3,408,181

116,940

0

633,010

176,789

27,950

92,575

3,006

流 動 負 債 1,928,126

買 掛 金 384,214

未 払 金 198,725

未 払 費 用 99,099

未 払 法 人 税 等 290,096

未 払 消 費 税 等 213,337

預 り 金 46,430

賞 与 引 当 金 688,008

そ の 他 8,215

固 定 負 債 2,368,872

退 職 給 付 引 当 金 1,834,890

役員退職慰労引当金 508,150

資 産 除 去 債 務 17,010

そ の 他 8,820

負 債 合 計 4,296,998

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,909,453

資 本 金 653,352

資 本 剰 余 金 488,675

資 本 準 備 金 488,675

利 益 剰 余 金 9,994,831

利 益 準 備 金 29,095

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,965,736

別 途 積 立 金 810,000

繰 越 利 益 剰 余 金 9,155,736

自 己 株 式 △1,227,405

評価・換算差額等 576,426

その他有価証券評価差額金 576,426

純 資 産 合 計 10,485,880

資 産 合 計 14,782,878 負 債 純 資 産 合 計 14,782,878

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 13,595,789

売 上 原 価 10,608,778

売 上 総 利 益 2,987,010

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,576,555

営 業 利 益 1,410,454

営 業 外 収 益

受 取 利 息 38

有 価 証 券 利 息 9,189

受 取 配 当 金 101,108

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,479

投 資 事 業 組 合 運 用 益 22,138

保 険 事 務 手 数 料 4,075

受 取 保 険 金 4,289

助 成 金 収 入 22,994

そ の 他 10,289 180,603

営 業 外 費 用

支 払 利 息 548

投 資 事 業 組 合 管 理 料 3,890

租 税 公 課 2,012

支 払 手 数 料 4,143

そ の 他 278 10,873

経 常 利 益 1,580,185

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,611 1,611

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13,753

投 資 有 価 証 券 評 価 損 50,049

出 資 金 評 価 損 99,999

事 務 所 移 転 費 用 14,278 178,082

税 引 前 当 期 純 利 益 1,403,713

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 483,596

法 人 税 等 調 整 額 △16,850 466,745

当 期 純 利 益 936,968

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資 本 金
資本剰余金

利益剰余金

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 653,352 488,675 488,675 29,095 810,000 8,468,595

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △249,827

当 期 純 利 益 936,968

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － － 687,140

当 期 末 残 高 653,352 488,675 488,675 29,095 810,000 9,155,736

株主資本
評価・換算差額等

純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

利益剰余金合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 9,307,690 △1,227,333 9,222,384 201,929 201,929 9,424,314

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △249,827 △249,827 △249,827

当 期 純 利 益 936,968 936,968 936,968

自 己 株 式 の 取 得 △71 △71 △71

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

374,497 374,497 374,497

事業年度中の変動額合計 687,140 △71 687,068 374,497 374,497 1,061,566

当 期 末 残 高 9,994,831 △1,227,405 9,909,453 576,426 576,426 10,485,880

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券　　　償却原価法（定額法）
②　関係会社株式　　　　　　移動平均法による原価法
③　その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)

・時価のないもの　　　　　 移動平均法による原価法
④　たな卸資産の評価基準及び評価方法
・仕掛品　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算
定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４
月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）及び2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については、定額法によっており
ます。なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。
建物 ６年から39年
車両運搬具及び

２年から15年
工具、器具及び備品

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

・市場販売目的のソフト
　ウェア

見込販売収益に基づく償却額と見込販売有効
期間（３年以内）に基づく均等配分額のいず
れか大きい金額を計上しております。

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。
③　リース資産
・所有権移転外ファイナン
　ス・リース取引に係るリ
　ース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零
とする定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準
①　賞与引当金　　　　　　 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込

額の当事業年度負担額を計上しております。
②　退職給付引当金　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

の末日における退職給付債務に基づき計上し
ております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定率法により按分
した額をそれぞれ発生の事業年度から費用
処理しております。

③　役員退職慰労引当金　　 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員
退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上
しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
・その他の工事

工事完成基準

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　 税抜方式によっております。

－ 34 －
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３
月31日）を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な
会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金
額を算出しております。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見
積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクが
ある項目は以下の通りであります。

（1）受注損失引当金
① 当事業年度の計算書類に計上した金額　　－千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算出方法等は、連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記
（1）受注損失引当金」の内容と同一であるため、記載を省略しております。

(2)繰延税金資産
① 当事業年度の財務諸表に計上した金額　　633,010千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算出方法等は、連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記
（2）繰延税金資産」の内容と同一であるため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 303,916千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 12,601千円
②　短期金銭債務 109,069千円

５．損益計算書に関する注記
 関係会社との取引高
①　売上高 4,769千円
②　仕入高 1,177,777千円
③　その他の営業取引高 15,001千円
④　営業取引以外の取引高 6,588千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普 通 株 式 1,753,704株  55株 －株 1,753,759株

(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

繰延税金資産
賞与引当金 210,668千円
社会保険料損金不算入 30,344千円
未払事業税 8,981千円
退職給付引当金 561,843千円
役員退職慰労引当金 155,595千円
その他 144,040千円

繰延税金資産　小計 1,111,473千円
評価性引当額 △202,930千円
繰延税金資産　合計 908,542千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △271,936千円
その他 △3,595千円

繰延税金負債　小計 △275,531千円
繰延税金資産純額 633,010千円

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 923円40銭
(2) １株当たり当期純利益 82円51銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年５月11日

株式会社エヌアイデイ

取締役会　御中

新宿監査法人

　東京都新宿区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 　 信 行 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 末 益 　 弘 幸 

監査意見
　当監査法人は、会社法第444 条第４項の規定に基づき、株式会社エヌアイデイの2020 年４
月１日から2021 年３月31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社エヌアイデイ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年５月11日

株式会社エヌアイデイ

取締役会　御中

新宿監査法人

　東京都新宿区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 　 信 行 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 末 益 　 弘 幸 

監査意見

　当監査法人は、会社法第436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エヌアイデイの2020

年４月１日から2021 年３月31 日までの第54 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算

書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ

る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構

成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　　当監査役会は、２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第５４期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(１)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２)　各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使

用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の

方法で監査を実施しました。

　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定

期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質

管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並

びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表）について検討いたしました。

－ 41 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新宿監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新宿監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月14日

　　　　　　　　　　　　 株式会社エヌアイデイ　監査役会

常勤監査役 鈴　衛　哲　雄 ㊞

社外監査役 千　年　雅　行 ㊞

社外監査役 松　山　　　元 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

期末配当に関する事項

　当社の配当政策は、株主の皆様への利益還元を行うことを経営の最重要課題

の一つとして位置づけ、更なる経営基盤の強化、積極的な事業展開、組織・運

営効率の向上、及び財務体質の強化を図りつつ、各期の業績、将来の事業展開、

配当性向等を勘案しながら、安定した配当を継続していくことを基本方針とし

ております。

　上記に基づき、当期の期末配当につきましては、最近の業績や今後の見通し、

株主の皆様への利益還元等を総合的に勘案いたしまして、以下のとおり１株に

つき22円とさせていただきたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金22円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、249,826,082円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2021年６月25日といたしたいと存じます。

－ 43 －
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　　当社における事業内容の拡大に対応するため、現行定款第２条(目的)につき

　　まして、事業目的を追加するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条　当会社は次の事業を営むこと
　　　　を目的とする。

（１）～（６）（条文省略）

　　　　　　　（新設）
　　　　　　　（新設）

（目的）
第２条　当会社は次の事業を営むこと
　　　　を目的とする。

（１）～（６）（現行どおり）

（７）情報収集及び情報提供サービス
（８）前号に関連する各種事業に対する

投資、企画及び運営

（７）　　　　（条文省略） （９）（現行どおり）

－ 44 －
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第３号議案　取締役７名選任の件

　取締役９名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役会においてより機動的に意思決定が行えるよう取締役２名を減員し、

社外取締役１名を含む取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番号

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

１

こ

小
もり

森
こう

孝
いち

一

(1934年３月１日生)

【再任】

1967年５月　当社設立代表取締役社長

1972年12月　当社代表取締役専務

（合併による変更）

1990年５月　当社代表取締役副社長

1993年６月　当社代表取締役社長

2000年10月　当社経営企画本部長

2005年６月　当社代表取締役会長

2013年６月　当社取締役会長

2015年６月　当社取締役最高顧問

2019年６月　当社取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）

一般財団法人小森文化財団　代表理事

1,661,746株

【選任理由】

エヌアイデイグループの中核企業である株式会社エヌアイデイの取締役会長であり、経

営者としての会社経営全般に関する豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映して

いただけると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

２

こ

小 　
もり

森
 

　
しゅん

俊
た

太
ろう

郎

(1964年９月３日生)

【再任】

1997年６月　当社監査役

2000年６月　当社取締役

2002年４月　当社財務部長

2007年４月　当社常務取締役兼事業本部長

2010年４月　当社専務取締役

2013年６月　当社代表取締役専務

2015年６月　当社代表取締役社長兼

営業本部長

 2019年４月　当社代表取締役社長兼マー

ケティング本部長

 2021年４月　当社代表取締役社長（現任）

1,926,080株

【選任理由】

当社において、事業運営全般に関する豊富な業務経験と高い知見を有するとともに、代

表取締役社長として経営全般を統括し、指揮を行っていることから、当社の持続的な成

長に資するものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 45 －
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候補者

番号

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

３

もり

盛
みつ

満
とし

敏
あき

昭

(1959年５月15日生)

【再任】

1979年10月　当社入社

2004年４月　当社ネットワークソリュ

ーション第１部長

2008年４月　当社ネットワークソリュ

ーション事業部副事業部長

当社ANAネットワークソリュ

ーション部長

2010年４月　当社ネットワークソリュ

ーション事業部長

2012年６月　当社取締役

2018年４月　当社事業本部長兼ネットワ

ークソリューション事業部長

2019年４月　当社DX事業本部長兼ICTデザ

イン事業部長

2019年６月　当社常務取締役（現任）

2021年４月　当社DX事業本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社NID・MI　取締役

株式会社NID東北　代表取締役

株式会社NID air　取締役

22,700株

【選任理由】
当社において、長年システムマネジメント事業を牽引し、現在常務取締役として事業運

営全般の統括を行っていることから、当社の持続的な企業価値の向上に適任であると判

断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 46 －

取締役７名選任の件
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候補者

番号

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

４

いし

石
い

井
 

　
ひろし

廣

(1958年11月28日生)

【再任】

1981年４月　株式会社高見澤電機製作

             所入社

1987年７月　同社退社

 1987年８月　株式会社エヌアイディ・

インフォメイションシステ

ムズ（現株式会社NID・MI）

入社

 2006年４月　株式会社NID・IS（現株式

会社NID・MI）事業部長

2010年４月　当社出向

当社通信システム事業部長

 2012年６月　当社取締役（現任）

2016年４月　当社エンベデッドソリュー

ション事業部長

 2019年４月　当社ソーシャルデザイン

事業部長

 2021年４月　当社マーケティング本部長

（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社NID・MI　取締役

株式会社NID東北　取締役

株式会社NID air　代表取締役

22,000株

【選任理由】

当社において、システム開発事業の豊富な経験と実績・貢献があり、持続的な企業価値

の向上に適任であると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものでありま

す。

－ 47 －

取締役７名選任の件
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候補者

番号

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

５

こ

小
すげ

菅
 

　
ひろし

宏

(1956年８月23日生)

【再任】

1980年４月　ナショナルシステムエン

ジニアリング株式会社

（現株式会社N T Tデータ

MSE）入社

2011年３月　同社退社

2011年４月　当社入社

当社営業本部統括部長

2011年８月　当社情報システム事業部

副事業部長

 2013年10月　当社営業本部統括部長

 2015年２月　当社通信システム事業部

副事業部長

 2016年４月　当社ICTイノベーション

事業部長兼ICTイノベーショ

ン第１部長

2017年４月　当社ICTイノベーション

事業部長

 2017年６月　当社取締役（現任）

 2019年４月　当社総務部部長

2021年４月　当社コーポレートデザイン

本部長兼財経部部長（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社NID・MI　代表取締役

株式会社NID東北　取締役

 株式会社NID air　取締役

6,300株

【選任理由】

当社において、技術・営業及び管理部門を経て、豊富な業務経験と実績・貢献があり、

持続的な企業価値の向上に適任であると判断し、引き続き取締役としての選任をお願い

するものであります。

－ 48 －
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候補者

番号

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

６

さか

酒
い

井
しん

真
いち

一

(1962年７月26日生)

【再任】

1986年４月　株式会社２Ｂ・ボンバー

ズ・スタジアム入社

1988年５月　同社退社

1988年７月　当社入社

2009年10月　当社情報システム事業部

情報システム第2部副部長

2012年４月　当社情報システム事業部

情報システム第2部長

 2015年４月　当社情報システム事業部副

事業部長

 2016年４月　当社フィナンシャルシステ

ム事業部長

2019年４月　当社デジタルビジネスデザ

イン事業部長

2019年６月　当社取締役(現任)

2021年４月　当社デジタルビジネスデザ

イン事業部長兼デジタルビ

ジネスデザイン第３部部長

（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社NID・MI　取締役

株式会社NID東北　取締役

 株式会社NID air　取締役

3,600株

【選任理由】

当社において、システム開発事業の豊富な経験と実績・貢献があり、持続的な企業価値

の向上に適任であると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものでありま

す。

－ 49 －
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候補者

番号

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

７

いし

石
い

井
しん

慎
いち

一

(1966年11月20日生)

【再任】

【社外取締役】

1994年４月　弁護士登録（東京弁護士会）

清水法律事務所入所

1999年４月　双葉法律事務所入所（千葉

県弁護士会）

2006年２月　石井法律事務所開設

2013年６月　当社補欠監査役

2019年６月　当社社外取締役(現任)

（重要な兼職の状況）

石井法律事務所(弁護士)

千葉市都市局指定管理者選定評価委員会

会長

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】

法律の専門家としての豊富な経験と高い見識を当社の経営に活かしていただくため、引

き続き社外取締役としての選任をお願いするものであります。同氏は過去に社外役員と

なること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、選任後は弁護士として

の専門的な知見を活かし、主に法的な観点から経営全般の監督機能及び利益相反の監督

機能の強化のため尽力頂くことを期待します。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．石井慎一氏は、社外取締役候補者であります。

３．石井慎一氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

４．当社は、会社法第427条第１項に基づき、当社定款において会社法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる
旨を定めており、石井慎一氏の再任が承認された場合は、当社と同氏
との間で当該契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限
度額としております。

５．当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約（D＆
O保険）を保険会社との間で締結しており、2021年６月に当該契約を
同内容で更新する予定であります。これにより、取締役・監査役等が
業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保
険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く。）等を填補す
ることとしております。なお、当該保険の保険料は、全額を当社が負
担しております。各候補者が再任された場合には、候補者各氏は当該
契約の被保険者に含められることとなります。
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　　　６．当社は石井慎一氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
　　　　　指定し、同取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認され
　　　　　た場合は、引き続き同氏を独立役員として届け出る予定であります。

－ 51 －

取締役７名選任の件
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第４号議案　監査役１名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって監査役鈴衛哲雄氏は任期満了となりますので、

監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

  
ふ り が な

氏      名

（生年月日）

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

すず

鈴
え

衛
てつ

哲
お

雄

(1949年１月25日生)

【再任】

1982年３月　松下システムエンジニアリング株式

会社（現株式会社NTTデータMSE）

入社

2003年４月　同社代表取締役専務

2005年３月　同社退社

2005年４月　当社入社　企画室技術顧問

2005年６月　当社情報システム事業部長

2007年６月　当社取締役

2010年４月　当社事業副本部長

2014年４月　当社顧問

2017年６月　当社常勤監査役（現任）

16,500株

【選任理由】

長年にわたる取締役、技術部門の経験を有することから経営全般や技術について豊富な知見を有

しており、2017年の当社常勤監査役就任以来、その経験と見識を活かした実効性の高い監査を行

ってまいりました。引き続き、当社の経営に対する適切な監査を行っていただきたいため、常勤

監査役候補者としての選任をお願いするものであります。

（注）１．鈴衛哲雄氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約（D＆

　　　　　O保険）を保険会社との間で締結しており、2021年６月に当該契約を

　　　　　同内容で更新する予定であります。これにより、取締役・監査役等が

　　　　　業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保

　　　　　険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く。）等を填補す

　　　　　ることとしております。なお、当該保険の保険料は、全額を当社が負

　　　　　担しております。鈴衛哲雄氏が再任された場合には、当該契約の被保

　　　　　険者に含められることとなります。

－ 52 －
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第５号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、取締役馬場常雄氏、加藤政次氏の２名は、任期満了

により退任されます。

　つきましては、馬場常雄氏、加藤政次氏に対し、在任中の功労に報いるため、

当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することと

いたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと

存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

馬 　 場 　 常 　 雄
2015年６月　当社専務取締役

2019年６月　当社取締役（現任）

加 　 藤 　 政 　 次 2016年６月　当社取締役（現任）

以　上

－ 53 －
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株主総会会場ご案内図
会場　千葉県香取市佐原イ525－１

佐原商工会議所　４階大ホール
電話　0478－54－2244

銚子方面→

佐原中学校香取市役所

京葉銀行

千葉
銀行

佐原信金

ＮＴＴ

至銚子至千葉

佐原中央
公民館

成
田
方
面
→

★佐原
　商工
　会議所

佐原駅

利根川

国道356号線

国
道　

号
線

51

交通　ＪＲ成田線　佐原駅から徒歩10分

<新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ>
　新型コロナウイルス感染症の感染が広がっています。
　株主総会にご出席される株主様におかれましては、株主総会開催日時点での流
行状況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染予防策にご配慮い
ただき、ご来場くださいますようお願い申し上げます。
　また、株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合があります
ので、ご協力くださいますようお願い申し上げます。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響により会場を変更する場合には、当社
ウェブサイトにてご案内いたしますのでご確認くださいますようお願い申し上げ
ます。当社ウェブサイト（https://www.nid.co.jp）

地図


